
（百万円）

団体名      大分県
標準財政規模

（A)

臨時財政対策
債発行可能額

（B）

302,373 20,453

１　一般会計及び特別会計の財政状況（主として普通会計に係るもの） （百万円）

歳入 歳出 形式収支 実質収支 地方債現在高
他会計からの繰

入金

 １　一般会計 606,528 593,363 13,165 2,501 1,008,201 474

 ２　公債管理特別会計 116,569 116,569 - - - 91,585

 ３　母子寡婦福祉資金特別会計 264 71 193 3 414 6

 ４　心身障害者扶養共済制度特別会計 175 175 0 0 - 36

 ５　中小企業設備導入資金特別会計 1,227 489 738 33 3,601 3

 ６　農業改良資金特別会計 663 195 468 3 303 22

 ７　林業・木材産業改善資金特別会計 1,572 1,020 552 2 - 190

 ８　沿岸漁業改善資金特別会計 348 44 304 3 - 1

 ９　県営林事業特別会計 423 331 92 28 2,861 256

10　公共用地先行取得事業特別会計 2,296 2,221 75 0 - -

11　用品調達特別会計 1,884 1,877 7 7 - -

普通会計 592,899 577,316 15,583 2,580 990,337 58

２　１以外の特別会計の財政状況（公営事業会計に係るもの） （百万円　，　％）

総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

＜法適用以外＞

形式収支
純損益

（実質収支）
企業債(地方
債)現在高

他会計からの繰
入金

<法適用企業>

不良債務
<法適用企業>

累積欠損金

 １　大分県病院事業会計 14,025 14,493 - △ 468 11,606 2,060
-

10,400

 ２　大分県電気事業会計 2,551 2,186 - 365 4,807 -
- -

 ３　大分県工業用水道事業会計 2,074 1,503 - 571 5,294 -
- -

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）

 96 94 2 2 7,004 - - -
（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）

 1,711 1,710  1 - 11,254 - - -
（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）

 2,005  2,005 - - 13,607 312 - -
（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）

 574  563  11 - 1,680 114 - -
（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）

 33  33 - - 697 33 - -

　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法を適用している公営企業である。

　　　　　２．法適用企業に係るもの以外のものについては、「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「実質収支」を表示している。

　　　　　３．不良債務及び累積欠損金は、正数で表示している。

３　関係する一部事務組合等の財政状況 （百万円　，　％）

歳入
（総収益）

歳出
（総費用）

＜法適用以外＞

形式収支
実質収支
（純損益）

地方債(企業
債)現在高

当該団体の負
担金割合

<法適用企業>

不良債務
<法適用企業>

累積欠損金

該当なし

財政状況等一覧表（平成18年度）

<法適用企業>

経常収支比率

138.0

113.7

 ４　臨海工業地帯建設事業特別会計
-

<法適用企業>

経常収支比率

96.8

 ７　特定環境保全公共下水道事業会計

 ８　農業集落排水事業会計

 ５　流通業務団地造成事業特別会計

 ６　港湾整備事業会計

合計
（A）＋（B)

322,826

備考

基金から
11,262百万円繰入

備考

基金から
11,262百万円繰入

法適用企業

法適用企業

法適用企業

-

-

-

-

備考



４　第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況 （百万円、％）

経常損益
資本又は
正味財産

当該団体から
の出資金

当該団体か
らの補助金

当該団体から
の貸付金

当該団体からの
債務保証に係
る債務残高

備考
（当該団体の
出資割合）

　１　（財）大分県公営企業協会 0 25 20 - - - 100.0

　２　（財）大分県文化スポーツ振興財団 11 1,134 130 29 - - 100.0

　３　（財）ハイパーネットワーク社会研究所 0 449 150 - - - 35.0

　４　大分高速鉄道保有（株） △ 18 139 196 - - - 82.5

　５　大分航空ターミナル（株） 62 1,710 143 - - - 28.8

　６　大分バス（株） 564 △ 1,244 20 52 - - 8.0

　７　（財）大分県原子爆弾被爆者対策協議会 0 118 1 0 - - 40.8

　８　（財）大分県腎バンク協会 0 69 20 2 - - 31.0

　９　（財）大分県地域保健支援センター △ 79 835 5 20 - - 25.0

１０　公立大学法人大分県立看護科学大学 66 3,192 3,264 626 - - 100.0

１１　公立大学法人大分県立芸術文化短期大学 50 3,812 3,824 479 - - 100.0

１２　（財）大分県生活衛生営業指導センター △ 2 21 2 18 - - 40.0

１３　（財）大分県環境保全センター 56 320 24 46 - - 48.0

１４　（財）大分県中小企業会館 0 83 1 - - - 44.4

１５　（財）大分県産業創造機構 △ 9 2,176 906 151 870 - 55.1

１６　大分ブランドクリエイト（株） △ 33 62 50 - - - 52.6

１７　（財）日田玖珠地域産業振興センター △ 8 5 2 - - - 32.0

１８　（株）大分国際貿易センター 23 551 180 - - - 27.3

１９　（財）大分県総合雇用推進協会 4 1,293 950 4 - - 75.3

２０　（社団）大分県農業農村振興公社 △ 9 1,510 828 315 269 - 60.5

２１　（株）大分ボール種苗センター 25 97 11 - - - 25.0

２２　（財）大分県主要農作物改善協会 △ 16 43 8 1 - - 40.0

２３　（社団）大分県畜産協会 △ 8 327 125 4 - - 43.8

２４　（社団）大分県配合飼料価格安定基金協会 1 9 1 - - - 40.0

２５　（社団）大分県生乳検査協会 △ 10 114 25 - - - 25.0

２６　九州乳業（株） 42 4,189 196 - 1,032 - 12.5

２７　（財）大分県森林整備センター 30 4,603 3,752 2 9 - 79.0

２８　（社団）大分県林業公社 - 26 12 241 15,332 - 46.7

２９　（社団）大分県漁業海洋文化振興協会 3 605 150 - - - 30.0

３０　（社団）大分県漁業公社 4 115 50 15 - - 59.3

３１　（財）大分県建設技術センター 118 662 20 - - - 66.7

３２　大分県土地開発公社 24 1,573 30 1,928 4,255 - 100.0

３３　大分県道路公社 871 10,975 10,975 - - 8,225 100.0

３４　（財）大分県公園協会 0 3 1 - - - 40.0

３５　大分県住宅供給公社 △ 39 1,951 10 - - - 100.0

３６　（財）大分県奨学会 △ 188 4,052 296 13 762 - 16.0

３７　（財）大分県体育協会 2 31 2 107 - - 12.6

３８　（財）大分県防犯協会 1 36 2 3 - - 7.0

３９　（財）暴力追放大分県民会議 △ 2 623 465 - - - 76.3

計 1,536 46,294 26,847 4,056 22,529 8,225

　（注）　損益計算書を作成していない民法法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を記入している。

５　財政指数

（注）　実質公債費比率は、平成１９年度の起債協議等手続きにおいて用いる平成１６年度から平成１８年度の３カ年平均である。
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-
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当該団体からの
損失補償に係る

債務残高

-

8,754

-

-

-

-

-

-

実質公債費比率 11.8 経常収支比率 93.5

財政力指数 0.32905 実質収支比率 0.85



財政状況等一覧表の見方

【共通事項】

(1) この一覧表は、総務省による全国統一の様式及び記載要領に従って作成
しています。

(2) 値が皆無又は該当数値のない場合は「－ 、単位未満の場合は「０ 、マ」 」
イナスの場合は「△」の符号をつけています。

、 。(3) 金額は百万円単位を原則としていますが 一部千円単位を用いています

【１ 一般会計及び特別会計の財政状況（普通会計に係るもの 】）

(1) 本表では、一般会計及び特別会計のうち、主として普通会計に係るもの
について、その決算額を記載しています。なお、普通会計の財政状況につ
いては「地方財政状況調査」の報告数値を記載しています。

(2)「他会計からの繰入金」欄については、基金からの繰入額を除いており、
基金繰入額は「備考」欄に外書きで記載しています。

【２ １以外の特別会計の財政状況（公営事業会計に係るもの 】）

(1) 本表では、特別会計のうち、１以外のもの（主として公営事業会計に係
るもの）すべてについて、その決算額を記載しています。なお、対象事業
区分及び各項目の数値については「地方公営企業決算状況調査」の報告数
値を記載しています。

(2) 地方公営企業法を適用している公営企業に係るものについては 「備考」、
欄に法適用企業と記載し、法適用企業に係るもの以外のものについては、

「総収益 「総費用 「純損益 「不良債務」の欄に、それぞれ「歳入 「歳」 」 」 」
出 「形式収支 「実質収支」を注記して該当する数値を記載しています。」 」

(3)「不良債務」がある場合は「△」の符号をつけています。

【３ 関係する一部事務組合等の財政状況】

本表は、本県が加入する地方公共団体の組合又は本県が設置団体である地
方開発事業団について記載することとされていますが、該当はありません。

【４ 第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況】

本表は、本県が出資する商法法人、民法法人、地方三公社、地方独立行政
法人のうち、下記の条件のいずれかを満たす法人について記載しています。

なお、数値については「第三セクター等の状況に関する調査」をもとに記
載しています。
《条件》①本県が２５％以上出資している団体

②本県が財政支援（補助金、貸付金、損失補償、債務保証）を実施
している団体

【５ 財政指数】

本表は 「地方財政状況調査」の報告数値を記載しています。、


